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近年，わが国は，少子高齢化及び人口減少の時代に突入し，社会全体の構造が大き

な転換期を迎えている中，空家等の発生が大きな社会問題となっております。 

平成25年の住宅・土地統計調査によれば、本市の空き家率は12.03％であり，全国

の空き家率13.52％には達していないものの，全国的な状況と同様に増加傾向にあり

ます。 

空家等がすべて問題となるわけではありませんが，とりわけ，管理不十分な空家等，

いわゆる「特定空家等」に該当する空家等については，防犯，防災，衛生，景観等の

地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼし，何より地域の活力を失うことに繋がる恐

れがあります。 

本市におきましては，平成27年12月に市内行政区のご協力のもと空家等の実態調査

を実施し，540戸の空家等の所在を把握しております。 

平成27年5月の「空家等対策の推進に関する特別措置法」の完全施行を契機として，

平成28年6月に「小美玉市空家等対策協議会条例」を制定するなど，先進的に空家等

に関する問題に取り組んで参りました。 

この「小美玉市空家等対策計画」は,これらの法令等に基づき,本市の空家等対策を

総合的かつ計画的に実施するための基本的な考え方を示すものであります。今後は，

この計画に従って，空家等に関する様々な施策を展開して参ります。 

なお、本計画の策定にあたり,「小美玉市空家等対策協議会」の委員の皆様をはじ

め,ご協力をいただきました関係各位に対しまして,心から感謝申し上げます。 

 

 

小美玉市長小美玉市長小美玉市長小美玉市長    島田島田島田島田    穣一穣一穣一穣一    
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第１章 計画の趣旨                              

 

(1) 計画策定の背景と目的 

 近年，少子高齢化や都市部への人口の集中，産業構造の変化等に伴い，居住その

他の使用がなされていない空家等(※)が年々増加しています。 

 これらの中には，適切な管理が行われていない結果として安全性の低下，公衆衛

生の悪化，景観の阻害等の問題を生じさせ，地域住民の生活環境に深刻な影響を及

ぼしているものもあり，今後，空家等の数が増加すると，それらがもたらす問題が

いっそう深刻化することが懸念されます。 

 このような情勢の中，空家等がもたらす問題に総合的に対応するための施策の更

なる充実を図るため，平成 26 年 11 月には空家等対策の推進に関する特別措置法（平

成 26 年法律 127 号，以下「法」とします）が公布され，平成 27 年 5 月 26 日に全面

施行されました。 

 これらの背景を踏まえ，空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施し，地域

住民の生命，身体又は財産を保護することにより，生活環境の保全を図るとともに，

空家等の活用を促進することにより，地域の活性化に資することを目的として計画

を策定するものです。 

 

(2) 計画の位置付け 

 本計画は，法第 6 条の規定に基づき，空家等に関する施策を総合的かつ計画的に

実施するための基本的な指針に則したものとして策定するものです。 

 また，第２次小美玉市総合計画に本計画を位置付けるとともに，小美玉市まち・

ひと・しごと創生総合戦略との整合性を図り定めるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 空家等（法の条文は 13 ページを参照願います。） 

法第 2 条第 1 項の規定と同義であり，概ね年間を通して居住その他の使用実態が

ないことが常態である建築物及びその敷地を指します。 

なお，同条第 2 項に規定する「特定空家等」についてもこれに含まれます。 
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第２章 空家等の現状と課題                          

 

(1) 人口と世帯数 

① 本市誕生から現在までの人口及び世帯数の推移 

 本市は平成 18 年 3 月 27 日に小川町・美野里町・玉里村が合併して誕生し，合併

直後の同年 4 月における人口は 53,683 人であり，その後は減少の傾向にあります。

なお，平成 25 年に一時的に人口が増加していますが，これは外国人住民に関する登

録制度の変更によるものです。 

 また，世帯数は，平成 18 年には 18,193 世帯であり，その後は増加しています。 

 一世帯あたりの人員数は，平成 18 年には 2.95 人であり，その後は一貫して減少

しています。 

 なお，平成 28 年 4 月 1 日現在は，人口 52,293 人，世帯数 20,535 世帯，一世帯あ

たりの人員 2.55 人となっています。 

 

 

 

※ 本表は，小美玉市住民基本台帳を基に作成したものです。 
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② 本市誕生から現在までの大字別人口の推移 

 大字単位において，人口増加が顕著な地域は羽鳥，納場が挙げられ，逆に人口減

少が顕著な地域は上合，百里，中延が挙げられます。 

 旧町村単位においては，旧美野里町の区域が微増，旧小川町の区域及び旧玉里村

の区域は減少となっており，特に旧小川町の区域での減少が顕著となっています。 

 

大字名 

人口(人) 増減 

(％) 

大字名 

人口(人) 増減 

(％) H28.4.1 H18.4.1 H28.4.1 H18.4.1 

小川 3,008 3,272 △8.07 堅倉 2,177 2,207 △1.36 

下馬場 236 252 △6.35 小岩戸 822 956 △14.02 

小塙 238 278 △14.39 西郷地 1,290 1,409 △8.45 

中延 1,358 1,690 △19.64 柴高 597 675 △11.56 

宮田 180 210 △14.29 鶴田 418 450 △7.11 

野田 2,477 2,696 △8.12 三箇 464 507 △8.48 

世楽 453 462 △1.95 張星 368 374 △1.60 

佐才 650 727 △10.59 部室 510 540 △5.56 

上吉影 535 555 △3.60 納場 1,033 915 12.90 

下吉影 1,090 1,226 △11.09 江戸 1,098 1,144 △4.02 

飯前 1,037 1,156 △10.29 羽刈 2,090 2,034 2.75 

上合 456 595 △23.36 高田 154 179 △13.97 

与沢 782 922 △15.18 手堤 137 160 △14.38 

倉数 695 807 △13.88 大笹 199 227 △12.33 

山野 1,644 1,843 △10.80 寺崎 226 250 △9.6 

幡谷 555 603 △7.96 先後 491 560 △12.32 

川戸 1,269 1,351 △6.07 橋場美 303 350 △13.43 

外之内 302 298 1.34 竹原 1,248 1,395 △10.54 

百里 630 811 △22.32 竹原下郷 400 429 △6.76 

旧小川町計 17,595 19,754 △10.93 中野谷 720 716 0.56 

下玉里 870 1,003 △13.26 上馬場 177 204 △13.23 

川中子 278 320 △13.13 竹原中郷 394 464 △15.09 

高崎 1,243 1,345 △7.58 小曽納 367 394 △6.85 

上玉里 2,036 2,081 △2.16 大谷 549 524 △4.77 

田木谷 989 1,059 △6.61 羽鳥 7,772 6,618 17.44 

栗又四ケ 2,534 2,771 △8.55 花野井 619 701 △11.70 

東田中 16 19 △15.79 中台 969 949 2.11 

旧玉里村計 7,966 8,598 △7.35 旧美野里町計 25,592 25,331 1.03 

合計 51,153 53,683 △4.71  

 

※ 本表は，小美玉市住民基本台帳を集計したものです。 

なお，平成 28 年 4 月 1 日現在の人口は，平成 18 年 4 月 1 日現在人口との比較

のため外国人を除いたものとしています。 
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③ 本市における年齢区分別人口の実績値及び将来推計値 

 総人口については，平成 12 年の 53,367 人をピークに減少しており，今後も減少

が続くものと予測されます。 

 また，年少人口は昭和 60 年の 10,822 人をピークに減少を続け，これに対して老

年人口は右肩上がりで増加しており，平成 12 年には老年人口が年少人口を上回って

いる状況から，本市においても少子高齢化が尚一層進展するものと予測されます。 

 

 

 

※ 本表は，小美玉市まち・ひと・しごと創生人口ビジョンから引用したものです。 
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(2) 空家等の現状 

 総務省が実施しています住宅・土地統計調査について，平成 25 年度調査の結果に

よると，本市の住宅総数は 18,700 戸であり，世帯数（平成 25 年 10 月 1 日現在 20,097

世帯）の 9 割を超えている状況になっています。 

 空き家(※)数は 2,250 戸，空き家率は 12.03％となっており，平成 20 年の前回調

査時に比べて 60 戸増加，空き家率も 0.26％増加しており，平成 25 年の全国平均の

空き家率 13.52％には達しないものの，全国的な状況と同様に増加傾向で推移して

います。 

また，「腐朽・破損あり」の空き家は 420 戸で空き家総数の 18.67％となっており，

そのうち，その他の空き家が 290 戸で 69.05％を占めています。 

 

住宅・土地統計調査による本市の住宅総数及び空き家数  単位：戸 

 平成 25 年度 平成 20 年度 増減数 増減率(％) 

住宅総数 18,700 18,600  100  0.54 

空

 

き

 

家

 

総数 2,250 2,190  60  2.74 

うち腐朽・破損あり 420 460 △ 40 △ 8.70 

二次的住宅 110 60  50  83.33 

うち腐朽・破損あり 10 0  10  ―  

賃貸用の住宅 910 1,150 △ 240 △ 20.87 

うち腐朽・破損あり 120 180 △ 60 △ 33.33 

売却用の住宅 30 90 △ 60 △ 66.67 

うち腐朽・破損あり 0 30 △ 30 △ 100.00 

その他の住宅 1,200 890  310  34.83 

うち腐朽・破損あり 290 250  40  16.00 

 ・二次的住宅   別荘などの普段居住していない住宅 

 ・賃貸用の住宅  賃貸のために空き家になっている住宅 

 ・売却用の住宅  売却のために空き家になっている住宅 

 ・その他の住宅  上記以外の空き家 

 

 なお，平成 27 年 12 月に市内各行政区長のご協力のもと空家等の実態調査を実施

し，建物に問題がある空家等が 89 戸，敷地に問題がある空家等が 156 戸，適正に管

理がなされている空家等が 295 戸，計 540 戸について所在を把握しています。 

 

※ 空き家 

 本ページにおいては，住宅・土地統計調査における区分を指します。 
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(3) 今後の課題 

 本市における人口及び世帯数の推移から，将来は人口減少及び少子高齢化が加速

することが予想されるとともに，空家等の統計調査の結果を含めると，今後の本市

における空家等の数が増加の傾向にあることが想定されます。 

 空家等の増加により，以下の課題が生じる恐れがあります。 

① 空家等の周辺に対する影響 

 空家等が放置され老朽化が進むと，倒壊の恐れや屋根材等が隣接地に飛散する恐

れがあるなど，防災上の悪影響が懸念されます。 

 また，空家等の敷地内の草木が繁茂する恐れや，ごみの不法投棄など，衛生及び

景観上の悪影響が懸念されます。 

② 地域全体への影響  

 人口が減少し空家等が増加すると，地域の活力が低下するとともに，更なる人口

減少により過疎化に繋がる恐れが懸念されます。 

③ 空家等の所有者等の管理意識の欠如 

 空家等の所有者や管理者等が遠方に所在していたり，相続により空家等の所有権

が発生するなど，空家等を放置することに対する問題意識や危機意識が欠如した所

有者等が増加する恐れが懸念されます。 
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第３章 空家等対策に係る基本的な方針等                    

 

(1) 基本的な方針 

① 管理不全状態にある空家等の対策 

 適切に管理されていない空家等については，所有者等調査を行ったうえで，法に

基づき助言，指導，勧告，命令等の必要な措置を講じます。 

② 空家等の活用 

 空家等を活用するために，空家等の流通を促進する制度の新設や，空家等の購入

や改修に対して補助する制度等を設けることにより，新たな住宅需要の掘り起こし

が期待され，本市への定住促進につながる可能性があります。 

 このように，空家等を活用することで市内の空家等の数が減少するとともに，貴

重な資産となる可能性がありますので，市が支援できる仕組みを検討します。 

 

(2) 対象区域 

 平成 27 年に各行政区長のご協力により実施しました実態調査によると，市内にお

ける空家等の分布状況について，他の行政区と比べて著しく空家等の数が多い行政

区は見受けられませんでした。 

 したがいまして，空家等に関する対策の対象とする区域は，市内全域とします。 

 ただし，今後の空家等に関する調査等の結果，空家等に関する対策を重点的に実

施する必要がある区域が判明したときは，当該区域を重点区域に定めることとしま

す。 

 

(3) 対象とする空家等の種類 

 本計画の対象とする空家等の種類は，法第 2 条第 1 項に規定する「空家等」及び

第 2 項に規定する「特定空家等」(※)とします。 

 

(4) 計画期間 

 本計画の期間は，平成 35 年度住宅・土地統計調査の結果公表時期にあわせ，平成

37 年度までとします。 

 なお，当該調査及び空家等データベース作成調査の結果を踏まえ，必要に応じて

本計画の見直しを図るものとします。 

 

※ 特定空家等（法第 2 条第 2 項の条文は 13 ページを参照願います。） 

著しく保安上危険となる恐れのある状態，著しく衛生上有害となる恐れのある状

態，著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置

することが不適切である状態にあると認められる空家等を指します。 



8 

 

 

(5) 空家等の調査に関する事項 

 本市においては，既に各行政区長のご協力のもと，平成 27 年に実態調査が完了し

ています。 

 この実態調査の結果に基づき，空家等を戸別にデータベースを作成するための調

査を以下により実施することとします。 

① 対象区域 

 原則として，市内全域とします。 

② 調査期間 

 原則として平成 29 年度中に調査を完了することとしますが，空家等の活用のため

の調査については，期間を設けないこととします。 

③ 調査対象 

 原則として，平成 27 年実態調査により所在が判明している 540 戸の空家等を調査

対象としますが，平成 25 年住宅・土地統計調査結果における空き家数との差異が見

られますので，必要に応じて調査対象を追加することとします。 

④ 調査内容 

 データベース化に必要な情報として，以下の内容を調査します。 

 ・基本情報（所有者等，建物，敷地，空家化の経緯等に関すること） 

 ・特定空家等の対応情報（立入調査，認定，措置等に関すること） 

 ・活用のための情報（間取り，設備，周辺施設，市の支援状況等に関すること） 

 

(6) 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

 空家等の適切な管理の第一義的な責任は，法第 3 条の規定のとおり空家等の所有

者等にあるとしています。 

 しかしながら，その責任を全うしない，或いは全うすることができない所有者等

が存在する状況にあります。 

 そこで，市は空家等の所有者等及び周辺住民に対するサポート体制の充実を目的

に，市民生活部環境課内に空家対策係を設置し，相談窓口とします。 

 更には，空家等の所有者等への意識啓発を目的とした情報提供制度の充実に努め

ます。 

 また，既に設置しています小美玉市空家等対策協議会を始めとして，茨城県及び

関係機関と連携し，体制の更なる充実を目指します。 
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(7) 空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進に関する事項 

 空家等及び除却した空家等に係る跡地は，所有者等の財産であることはもちろん，

地域においても活性化につながる有効な資産です。 

 そこで，本市においては移住促進を重点施策と位置付けて，新たに本市に移住さ

れる方を対象に住宅取得補助制度を設けるとともに，市内金融機関と連携して住宅

ローン金利の優遇制度を設けています。本制度は中古住宅についても対象としてお

りますので，本制度を活用して空家等の流通促進を図ります。 

 また，本市において，空家等の有効活用及び市場流通を目的とした「空き家バン

ク」制度を導入します。 

 

(8) 特定空家等に対する措置その他の特定空家等への対処に関する事項 

① 基本的な方針 

 空家等のうち，特定空家等に該当する恐れのあるものについては，早急な対応が

求められることから，早期に助言や指導を行う必要があります。 

 このため，特定空家等に該当するか否かの判断にかかわらず，市は空家等の所有

者等に対し，周辺の生活環境の保全を図るため必要な措置をとるよう助言又は指導

を行い，早期解決が図られるよう努めます。 

② 特定空家等の判断基準 

 空家等が特定空家等に該当するか否かの判断基準は，「『特定空家等に対する措置』

に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）」に定める内容を基本

とし，市が可否について判断しますが，必要に応じて小美玉市空家等対策協議会の

意見を参考に判断することとします。 
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ガイドラインの概要（国土交通省ホームページから引用） 

 

 

③ 措置の流れ 

 特定空家等に対する措置は，法の規定に基づき実施します。 

 なお，措置の流れは次ページの表のとおりです。 
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特定空家等に対する措置の流れ 

 

空家等の情報 

市民からの情報・実態調査結果 

 

所有者情報調査・現地調査 

 

立入調査 

 

特定空家等として認定 

 

助言・指導 

 

勧告 

 

所有者等の意見聴取 

・意見書提出 

・公開による意見聴取 

 

命令 

 

過料（50 万円以下） 

 

戒告 

 

行政代執行 

 

費用の徴収 

 

 

※ 固定資産税特例解除 
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正
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・

有
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活

用

 

固定資産税特例解除(※) 

法の規定に基づき勧告を受けた特定空家等の敷地について，「住宅用地に対する

固定資産税の課税標準の特例（下表参照）」の適用対象から除外すること。 

区分 課税標準額 

小規模住宅用地 (住宅１戸につき 200 ㎡以下) 価格の6分の 1の額 

一般住宅用地 (住宅１戸につき 200 ㎡を超えた部分) 価格の3分の 1の額 
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(9) 市民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

 空家等に関する相談等については，市民生活部環境課内に空家対策係を設置し，

各種相談等に対して一元的に対応いたします。 

 また，専門的な知識が必要な相談内容に対応できるよう，関係団体との連携を強

化します。 

 

(10) 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

 空家等がもたらす問題は，広範かつ多岐にわたることから，市役所内の関連部局

間の連携が必要です。 

 そこで，市民生活部環境課が包括的にとりまとめた上で，必要に応じて対応を行

う関連部局に連絡する体制を構築します。 

 また，空家等対策について関連部局が情報を共有し，迅速で統一的な対応を行う

ために，空家等データベースを整備します。 

 

(11) その他必要な事項 

 空家等の対策については，法の施行が平成 26 年であることから，緒に就いて間も

ない状態です。したがいまして，本計画に基づき作成した空家等データベースを踏

まえ，特定空家等及び活用可能な空家等の実数を見極めたうえで，必要に応じて本

計画を見直すこととします。 
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資料編                                    

 

空家等対策空家等対策空家等対策空家等対策のののの推進推進推進推進にににに関関関関するするするする特別措置法特別措置法特別措置法特別措置法    

（（（（平成二十六年十一月二十七日法律第百二十七号平成二十六年十一月二十七日法律第百二十七号平成二十六年十一月二十七日法律第百二十七号平成二十六年十一月二十七日法律第百二十七号）））） 

（目的）  

第一条第一条第一条第一条  この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生

活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護するとと

もに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家等に関する施策

に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二項を除き、以下同じ。）

による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するために必要な事項を定め

ることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地

域の振興に寄与することを目的とする。  

（定義）  

第二条第二条第二条第二条  この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その

他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物

を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。  

２２２２     この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる

おそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていない

ことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置する

ことが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。  

（空家等の所有者等の責務）  

第三条第三条第三条第三条  空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影響

を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。  

（市町村の責務）  

第四条第四条第四条第四条  市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に関

する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるものとする。  

（基本指針）  

第五条第五条第五条第五条  国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため

の基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。  

２２２２     基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一一一一     空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項  

二二二二     次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項  

三三三三     その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項  

３３３３     国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あら

かじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。  
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４４４４     国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、こ

れを公表しなければならない。  

（空家等対策計画）  

第六条第六条第六条第六条  市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基本

指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）を定め

ることができる。  

２２２２     空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一一一一     空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関する

対策に関する基本的な方針  

二二二二     計画期間  

三三三三     空家等の調査に関する事項  

四四四四     所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項  

五五五五     空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促進に関

する事項  

六六六六     特定空家等に対する措置（第十四条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二項の規

定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項若しくは第十項の規定による代執行

をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項  

七七七七     住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項  

八八八八     空家等に関する対策の実施体制に関する事項  

九九九九     その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項  

３３３３     市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しな

ければならない。  

４４４４     市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、情報の

提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。  

（協議会）  

第七条第七条第七条第七条  市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議会

（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。  

２２２２     協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の議会

の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必要と認め

る者をもって構成する。  

３３３３     前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。  
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（都道府県による援助）  

第八条第八条第八条第八条  都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関しこの法

律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び技術的な助言、市

町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならない。  

（立入調査等）  

第九条第九条第九条第九条  市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把握

するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことができる。  

２２２２     市町村長は、第十四条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、当該職員

又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。  

３３３３     市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に立

ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知しなけれ

ばならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限りでない。  

４４４４     第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明

書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。  

５５５５     第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。  

（空家等の所有者等に関する情報の利用等）  

第十条第十条第十条第十条  市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報であ

って氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のために必要な限

度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用すること

ができる。  

２２２２     都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもののうち

特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用する目的で都

が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するものについて、当該

特別区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行のために必要な限度において、速や

かに当該情報の提供を行うものとする。  

３３３３     前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関係す

る地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求

めることができる。  

（空家等に関するデータベースの整備等）  

第十一条第十一条第十一条第十一条  市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃貸

するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に管理さ

れているものに限る。）を除く。以下第十三条までにおいて同じ。）に関するデータベースの整

備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう努めるものとす

る。  
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（所有者等による空家等の適切な管理の促進）  

第十二条第十二条第十二条第十二条  市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、

情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。  

（空家等及び空家等の跡地の活用等）  

第十三条第十三条第十三条第十三条  市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販

売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供その他これ

らの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。  

（特定空家等に対する措置）  

第十四条第十四条第十四条第十四条  市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、立

木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置すれば倒壊等著

しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態にない

特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助言又は指導を

することができる。  

２２２２     市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の状

態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を付け

て、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとること

を勧告することができる。  

３３３３     市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置を

とらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を

付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。  

４４４４     市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じよ

うとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出期限を

記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及び自己に有

利な証拠を提出する機会を与えなければならない。  

５５５５     前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に対し、

意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。  

６６６６     市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措置を

命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければならな

い。  

７７７７     市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によって命

じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に規定する者

に通知するとともに、これを公告しなければならない。  

８８８８     第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠を

提出することができる。  
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９９９９     市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた

者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限までに完

了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の定めるところに従

い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる。  

１０１０１０１０     第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置を

命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失がなくて第一項の助言若しくは指導又は

第二項の勧告が行われるべき者を確知することができないため第三項に定める手続により命令

を行うことができないときを含む。）は、市町村長は、その者の負担において、その措置を自ら

行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。この場合においては、相

当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わないときは、市町

村長又はその命じた者若しくは委任した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなけれ

ばならない。  

１１１１１１１１     市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交通

省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。  

１２１２１２１２     前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。この

場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはならない。  

１３１３１３１３     第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章（第

十二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。  

１４１４１４１４     国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図るた

めに必要な指針を定めることができる。  

１５１５１５１５     前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省令・

総務省令で定める。  

（財政上の措置及び税制上の措置等）  

第十五条第十五条第十五条第十五条  国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適切

かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助、地方交付

税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。  

２２２２     国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づく空

家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の措置を講ず

るものとする。  

（過料）  

第十六条第十六条第十六条第十六条  第十四条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の過料に

処する。  

２２２２     第九条第二項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、二十万円以下の過料

に処する。  
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   附附附附    則則則則  

（施行期日） 

１１１１  この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行

する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公布の日から起

算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。  

（検討） 

２２２２  政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、

必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて所要の措

置を講ずるものとする。  
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資料編                                    

 

小美玉市空家等対策協議会条例小美玉市空家等対策協議会条例小美玉市空家等対策協議会条例小美玉市空家等対策協議会条例（（（（平成平成平成平成 28282828 年年年年 6666 月月月月 20202020 日日日日条例第条例第条例第条例第 26262626 号号号号））））    

 

（目的） 

第１条 この条例は，空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26年法律第 127 号。以下「法」

という。）第７条第１項の規定に基づき，空家等対策計画の作成及び変更並びに実施等に関す

る協議を行うため，小美玉市空家等対策協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（用語の定義） 

第２条 この条例において使用する用語は，法において使用する用語の例による。 

 （所掌事項） 

第３条 協議会は，次に掲げる事項を所掌する。 

 ⑴ 空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関すること 

 ⑵ 空家等が特定空家等に該当するか否かの判断に関すること 

 ⑶ 空家等の調査及び特定空家等と認められるものに対する立入調査の方針に関すること 

 ⑷ 特定空家等に対する措置の方針に関すること 

 ⑸ その他空家等の対策に関して必要な事項 

 （組織） 

第４条 協議会は，委員 10 人以内をもって組織する。 

２ 委員は，市長のほか，空家等対策に関し専門的な知識及び経験を有する者その他市長が必要

と認める者のうちから市長が委嘱する。 

３ 委員の任期は，２年とし，再任を妨げない。ただし，欠員が生じた場合における補欠の委員

の任期は，前任者の残任期間とする。 

 （会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長１名を置き，委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は，協議会を代表し，会務を総理し，会議の議長となる。 

３ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故あるとき又は欠けたときは，その職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 協議会の会議は，会長が必要に応じ招集する。 

２ 会議は，委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，会長の決するとこ

ろによる。 

４ 会長は，必要があると認めるときは，委員以外の者を会議に出席を求め，意見又は説明を聴

くことができる。 

５ 市長が第１項の会議に出席できないときは，あらかじめ市長が指定する者にその職務を代理

させることができる。 
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 （専門部会） 

第７条 協議会は，必要に応じて専門部会を置くことができる。 

 （守秘義務） 

第８条 協議会の委員，専門部会の構成員及び会議に出席を求められた者は，正当な理由なく協

議会の職務に関し知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 （報酬及び費用弁償） 

第９条 委員の報酬及び費用弁償は，小美玉市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償

に関する条例（平成 18年小美玉市条例第 40号）の規定を適用する。 

 （庶務） 

第１０条 協議会の庶務は，市民生活部環境課において処理する。 

 （委任） 

第１１条 この条例に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は，会長が協議会に諮

って定める。 

 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 


